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前年度末残高

本年度末残高

臨時損失

臨時利益

資金収支計算書

純資産変動計算書

純行政コスト

財源

固定資産等の
変動

本年度末残高

資産 負債 経常費用

経常収益

行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益
の取引高を明らかにすることを目的として作成します。費用の
中には、減価償却費等現金支出を伴わない減価償却費等も計上
してあります。また、この計算書で計算した純行政コストは、
１年間の行政サービスに係る経費を示し、純資産変動計算書の
純行政コストとして計上されます。

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の貸借対照表
の純資産の部が、会計期間中にどのように変動したかを明らか
にすることを目的として作成します。

資金収支計算書は、地方公共団体の活動に伴う資金利用状況及
び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成します。
この計算書での収入及び支出は、貸借対照表の現金預金の増加
と減少であり、その残高は貸借対照表の現金預金の金額と一致
します。

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

１．財務書類の概要

公表する財務書類は、「貸借対照表」・「行政コスト計算書」・「純資産変動計算
書」・「資金収支計書」の４表です。各財務書類の一般的な概要は以下の通りで
す。

財務書類名 概　　　要

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態
（資産・負債・純資産の残高及び明細）を明らかにすることを
目的として作成します。

貸借対照表

行政コスト計算書

上記の各財務書類の主な表示科目と相互の関係は以下の通りとなります。

貸借対照表

※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応しま
す。

※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

本年度末歳計外現金残高を足す

※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高
に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応する。
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各財務書類の会計期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までを
会計期間としています。したがって、貸借対照表は令和５年３月３１日が基
準日です。ただし、出納整理期間（令和５年４月１日から令和５年５月３１
日まで）における現金等の受け払いは令和５年３月３１日までに終了したも
のとして処理しています。

(３) 貸借対照表の流動・固定の区分は、１年を超えて入金及び支払いがあるもの
を固定資産・固定負債にし、１年以内のものを流動資産・流動負債としま
す。また、固定資産、固定負債から配列します。

(４)

２．財務書類の作成基準

(１) 平成２６年４月３０日公表の「今後の新地方公会計に関する研究会報告書」
及び平成２７年１月２３日公表の「統一的な基準による地方公会計マニュア
ル」の他、同日以降に公表された報告書等に基づき作成しました。

行政コスト計算書には発生主義会計をとりいれ減価償却費、退職手当引当金
等の現金支出を伴わない費用も計上しています。

(２)
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【資産の部】 【負債の部】
  固定資産   固定負債
    有形固定資産     地方債
      事業用資産     長期未払金
        土地     退職手当引当金
        立木竹     損失補償等引当金
        建物     その他
        建物減価償却累計額   流動負債
        工作物     １年内償還予定地方債
        工作物減価償却累計額     未払金
        船舶     未払費用
        船舶減価償却累計額     前受金
        浮標等     前受収益
        浮標等減価償却累計額     賞与等引当金
        航空機     預り金
        航空機減価償却累計額     その他
        その他 負債合計
        その他減価償却累計額 【純資産の部】
        建設仮勘定   固定資産等形成分
      インフラ資産   余剰分（不足分）
        土地
        建物
        建物減価償却累計額
        工作物
        工作物減価償却累計額
        その他
        その他減価償却累計額
        建設仮勘定
      物品
      物品減価償却累計額
    無形固定資産
      ソフトウェア
      その他
    投資その他の資産
      投資及び出資金
        有価証券
        出資金
        その他
      投資損失引当金
      長期延滞債権
      長期貸付金
      基金
        減債基金
        その他
      その他
      徴収不能引当金
  流動資産
    現金預金
    未収金
    短期貸付金
    基金
      財政調整基金
      減債基金
    棚卸資産
    その他
    徴収不能引当金 純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

※表示単位未満を四捨五入して表示（合計と一致しない場合があります）

「負債」： 地方債等や退職手当引当金など将来世代の負担となるもの

※「－」は金額の計上なし、「0」は千円未満の計上あり

1
科目名

（１）貸借対照表（ＢＳ・バランスシート）

「純資産」： 現役世代や国・県が負担した、将来返済する必要のない財産

「資産」： 庁舎、処理施設、公園など将来世代に引き継ぐ社会資本や組合が保有する現金
　　　　　 や預金など、将来現金化することが可能な資産

金額 科目名

－

表
金額

5,969,462
4,942,699
4,455,569
1,562,375

（単位：千円）

310,733

14,294,001
-12,093,479

2,923,646
-2,461,992

－

417,817

－
－

－
－
－
－
－
－
－

231,018
126,417
126,417

－
－

44,297
-44,297

－
－
－

1,583,891
-1,223,178

0
0

－
1,026,763

－
－
－
－
－
－
－

1,026,763
－

1,026,763
－
－

522,558
168,070

7
－

354,481
354,481

－
－
－
－

6,492,020

3,188,827
1,600,682

－
588,146

－
1,000,000

－
－

101,654
5,431

－
3,606,645

6,323,943
-3,438,568

３．財務書類（財務書類４表）

2,885,375
6,492,020
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  経常費用
    業務費用
      人件費
        職員給与費
        賞与等引当金繰入額
        退職手当引当金繰入額
        その他
      物件費等
        物件費
        維持補修費
        減価償却費
        その他
      その他の業務費用
        支払利息
        徴収不能引当金繰入額
        その他
    移転費用
      補助金等
      社会保障給付
      他会計への繰出金
      その他
  経常収益
    使用料及び手数料
    その他
純経常行政コスト
  臨時損失
    災害復旧事業費
    資産除売却損
    投資損失引当金繰入額
    損失補償等引当金繰入額
    その他
  臨時利益
    資産売却益
    その他
純行政コスト

※表示単位未満を四捨五入して表示（合計と一致しない場合があります）

254,178
229,778

－
5,403

16,676
－

491,956
181,144

2,285

3,130,291
2,876,114
1,300,057
1,193,000

101,654

－

1,565,704
844,235
294,712
426,757

16,676
－

－

22,115

－

310,812

10,353
6,308

－
4,045

（２）行政コスト計算書（ＰＬ）

「その他の業務費用」： 支払利息や保険料、手数料など
　　　　　　　　経費及び減価償却費（社会資本の経年変化に伴う減少額）など

「経常収益」： 使用料や手数料といった行政サービスの提供に対する収入

表 （単位：千円）

「人件費」： 職員給与や議員報酬､退職給付費用（当該年度に退職手当引当金として新たに

「物件費等」：消耗品費や資産計上されない備品購入費、委託料、施設等の維持補修に係る
　　　　　　　繰り入れた額）など

2

※「－」は金額の計上なし、「0」は千円未満の計上あり

－
212
212
－

2,654,800

科目名 金額

2,638,336
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前年度末純資産残高

  純行政コスト（△）

  財源

    税収等

    国県等補助金

  本年度差額

  固定資産等の変動（内部変動）

    有形固定資産等の増加

    有形固定資産等の減少

    貸付金・基金等の増加

    貸付金・基金等の減少

  資産評価差額

  無償所管換等

  その他

  本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

※表示単位未満を四捨五入して表示（合計と一致しない場合があります）

（３）純資産変動計算書（ＮＷ）

「純行政コスト」： 行政サービスに対するコスト
※（△）はマイナス表記
「財源」：広域市町村負担金、国県等補助金といった負担金及び補助金
「資産評価差額」：固定資産や有価証券等の当該年度における評価損益の差額
「無償所管換等」： 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額

※「－」は金額の計上なし、「0」は千円未満の計上あり

表 3

－

129,164

2,885,375 -3,438,5686,323,943

－

373,885

（単位：千円）

2,756,211

-2,654,800

2,783,964

2,769,233

14,731

合計

2,769,233

14,731

-3,812,4536,568,664

-2,654,800

－

－

科目名

-45,666

102,703

-430,904

45,666

-102,703

430,904

－

－

余剰分（不足分）固定資産等形成分

-244,721

2,783,964

129,164

244,721

-243,220

－

129,164

-244,721

243,220
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【業務活動収支】
  業務支出
    業務費用支出
      人件費支出
      物件費等支出
      支払利息支出
      その他の支出
    移転費用支出
      補助金等支出
      社会保障給付支出
      他会計への繰出支出
      その他の支出
  業務収入
    税収等収入
    国県等補助金収入
    使用料及び手数料収入
    その他の収入
  臨時支出
    災害復旧事業費支出
    その他の支出
  臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
  投資活動支出
    公共施設等整備費支出
    基金積立金支出
    投資及び出資金支出
    貸付金支出
    その他の支出
  投資活動収入
    国県等補助金収入
    基金取崩収入
    貸付金元金回収収入
    資産売却収入
    その他の収入
投資活動収支
【財務活動収支】
  財務活動支出
    地方債償還支出
    その他の支出
  財務活動収入
    地方債発行収入
    その他の収入
財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

162,639

※「－」は金額の計上なし、「0」は千円未満の計上あり

※表示単位未満を四捨五入して表示（合計と一致しない場合があります）

5,529
-98

5,431
168,070

211,800
211,800

－
-67,854
72,130
90,509

－
-171,820

279,654
279,654

－

－
117,066
14,151

102,703
－

212

288,886
243,220
45,666

－
－

67,940
－
－
－
－

311,803

－
2,285

3,018,889
2,769,233

580
181,137

1,151,476
6,308
4,045

254,178
229,778
22,115

科目名 金額

2,707,086
2,452,908
1,291,079

（４）資金収支計算書（ＣＦ・キャッシュフロー計算書）

「業務活動収支」： 毎年度継続的に行政サービスとして発生する収支
「投資活動収支」： 建物などの資産形成や投資、貸付金などに係る収支
「財務活動収支」：地方債や借入金に係る収支

表 4 （単位：千円）
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４．財務書類からみえる主な経営指標等

表 5

分析の視点 項目 令和４年度

資産形成度

住民１人当たり資産額 59千円

歳入額対資産比率 1.89年

有形固定資産減価償却率 84.0%

世代間公平性
純資産比率 44.4%

社会資本等形成の世代間負担比率 38.7%

持続可能性

住民１人当たり負債額 33千円

基礎的財政収支 89,254千円

債務償還可能年数 6.13年

効率性 住民１人当たり純行政コスト 24千円

弾力性 行政コスト対税収等比率 94.8%

自律性 受益者負担の割合 15.7%

※人口は、110,626人（令和５年３月３１日）

資産形成度：将来世代に残る資産はどのくらいあるか

① 住民１人当たり資産額

③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

資産合計÷住民基本台帳人口
6,492,020千円÷110,626人＝59千円
組合が所有する資産額を圏域住民人口で除して、１人当たりの金額を算出したものです。

② 歳入額対資産比率
資産合計÷（本年度歳入合計＋前年度末資金残高）

有形固定資産の減価償却累計額÷取得価額等×100
15,822,946千円÷18,845,835円×100＝84.0％

土地や建設仮勘定（建設中の建物等に支払った建設費の一部）以外の有形固定資産
のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合であり、耐用年数に対
して資産の取得からどの程度経過しているか（老朽化しているか）を表しています。

6,492,020千円÷3,438,264千円【3,347,755千円＋90,509千円】＝1.89年

当該年度の歳入総額に対する資産の比率で、これまでに取得した資産が歳入の何年分
 に相当するかを表しています。

※「資産合計」は貸借対照表の数値を使いますが、「本年度歳入合計」は資金収支計算書
の各部の収入合計の総額を使っています。
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世代間公平性：将来世代と現世代との負担の分担は適切か

① 純資産比率
純資産合計÷資産合計×100
2,885,375千円÷6,492,020円×100＝44.4％

資産のうち、純資産は過去及び現役世代の負担によるもので、負債は将来世代が負担
することになります。そのため、純資産の変動は現役世代と将来世代との間で負担の
割合が変動したことを表しています。

② 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）
地方債等÷社会資本等（有形固定資産＋無形固定資産）×100

1,911,415千円÷4,942,699千円×100＝38.7％

社会資本等について将来の償還等が必要な負債が占める割合（公共資産等形成充当
負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を
表しています。

持続可能性：どのくらいの借金があるか

① 圏域住民１人当たり負債額
負債額÷住民基本台帳人口
3,606,645千円÷110,626人＝33千円

② 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

組合が所有する負債額を圏域住民人口で除して、１人当たりの金額を算出したもので
す。

318,111千円＋△228,857千円＝89,254千円

当該年度にて必要とされる政策的経費を、税収等（地方債等の利子分は除く）でどれだ
け賄えているかを表しています。

③ 債務償還可能年数（一般会計等）
実質債務÷業務活動収支［黒字分］（臨時収支分除く）

業務活動収支（支払利息除く）＋投資活動収支（基金積立支出及び基金取崩収入除く）

2,638,336千円÷110,626人＝24千円

純経常行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）が、圏域住民１人当たり
いくらかかっているのかを表しています。

1,911,415千円÷311,803千円＝6.13年

実質債務（充当可能基金残高を除く）に対して、償還財源上限額（業務活動収支［黒字
分］）をすべて償還に充てた場合、何年で償還できるかを表しています。債務償還能力
は債務償還可能年数が短いほど高いと言えます。

効率性：行政サービスは効率的に提供されているか

① 圏域住民１人当たり純経常行政コスト
純経常行政コスト÷住民基本台帳人口
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弾力性：資産形成等を行う余裕はどのくらいあるのか

① 税収等に係る行政コスト比率
純経常行政コスト÷財源等（税収等＋国県等補助金）×100
2,638,336千円÷2,783,964千円×100＝94.8％

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等の
うち、どの程度資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを把握することができま
す。この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、100％を上回ると過去から
蓄積した資産が取り崩されたことを表しています。

自律性：歳入はどのくらいの税収等で賄われているか

① 受益者負担比率
経常収益÷経常費用×100
491,956千円÷3,130,291千円×100＝15.7％
経常費用のうち、サービスの受益者が直接的に負担するコストの比率です。
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